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　2025 年 ( 平成 37 年 ) は、第一次ベビーブームと呼ばれる 1947 年～ 1949 年に生まれた「団塊の世代」の
人すべてが 75 歳以上の後期高齢者に達する時期であり、要介護状態の高齢者が急増する時期であると見
込まれている。その 2025 年を目途に、厚生労働省は「地域包括ケアシステム」を構築するべく推進して
いる。
　本稿では、諸外国における地域包括ケアシステムの事例を紹介・比較し、日本の地域包括ケアシステム
構築について考察を行った。
その結果、各国に共通している点は、地域住民や、看護・介護の提供者・利用者等の「当事者」からさま
ざまな議論やプロジェクトが提起され、市民活動の中で組織づくりを行うといったような、下意上達に端
を発している点であった。
　また、地域包括ケアを担う人材確保のために、共通基礎資格の創設に踏み切っている国もみられる。
　各国の差異を考えなげればならないが、高齢社会における看護・介護サービス需要の急増を支えるとい
う根源的な課題は共通していることから、その動向は我が国に様々な示唆を与えると考えられる。
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1. はじめに
　厚生労働省は 2025 年 ( 平成 37 年 ) を目途に「地
域包括ケアシステム」の構築を推進している。
2025 年を目途にしている理由は、第一次ベビーブー
ムと呼ばれる 1947 年～ 1949 年に生まれた「団塊
の世代」の人すべてが 75 歳以上の後期高齢者に達
する時期であり、重度の要介護状態になる高齢者
が急増すると見込まれているためである。
　地域包括ケアシステムは、高齢者一人一人が、
自分らしい生活を人生の最後まで住み慣れた地域
において継続できるよう、各市町村が地域によっ
て異なったニーズに対応することによって、医療・
介護の実情をより正確に把握し、更に地域住民や
医療・介護施設と連携・協議することで、高齢者
の豊かな地域生活を支援するシステムである。1)
　現在、介護が必要になった場合、高齢者の多く
が住み慣れた自宅やその地域での生活ではなく、
施設に入所せざるを得ないという現状がある。そ
のため、特別養護老人ホームは毎年増加の一途を
たどっている。そのうえ常に満床状態で、入所待
ちの人が長い列をつくっている。特別養護老人ホー
ムよりは費用がかかるが背に腹は代えられないと
いうことで、グループホームや介護サービス付高
齢者向け住宅への入所を希望する人も後を絶たず、
入所施設は増加の一途をたどっている。2)
　具体的に数値で確認してみると、特別養護老人
ホームへの入所申込者数は、2009 年から 2014 年に
かけて 42.1 万人から 52.4 万人へと急増している ( 厚
生労働省 :2014 年 3 月 25 日発表 )。今後 2025 年へ
向けて 75 歳以上人口が急激に増加することを考え＊　四條畷学園短期大学　ライフデザイン総合学科
－ 74 －
ると、今までのように介護サービスを入所型の施
設で対応していくことは今以上に困難になること
が予測できる。
　地域包括ケアシステムはその対応策として、こ
れまでの入所施設における介護サービスから、高
齢者が自宅で介護を受けられる居宅介護サービス
や、自宅近くの地域で利用できる通所施設におけ
る介護サービスへ移行し、急増すると予測される
介護を必要とする高齢者のケアを確保するために
整備が進められている。
　本稿は、諸外国における地域包括ケアシステム
の事例を紹介・比較することによって日本の地域
包括ケアシステム構築について考察していくこと
を目的とする。
2. 日本における現状
　諸外国の事例の比較・考察に入る前に、現在の
日本における在宅医療・在宅介護の現状を確認し
ておく。
　介護予防の拠点として、高齢者本人や家族から
の相談に対応し、介護、福祉、医療、虐待防止な
ど必要な支援が継続的に提供されるように調整す
る事業を担う「地域包括支援センター」が各市町
村に設置されている。主任介護支援専門員・保健師・
社会福祉士が配置されており、上記の事業を担っ
ている。この「地域包括支援センター」を、地域
包括ケアシステム構築の実現に向けた中核的な機
関にするべく、機能強化が進められている。1)
機能強化するために、新たに行われる予定の事業
は次の通り。
・在宅医療・介護連携の仕組みについて構築する
・ 多職種の協働による個別ケースの支援を通じ、地
域支援ネットワークの構築、高齢者の自立のため
のケアマネジメント、地域における課題把握のた
めの「地域ケア会議」の実施
・生活支援コーディネーターの設置 3)
　これらを現在の機能に上乗せして行う必要があ
り、そのためには人員配置や予算措置について、
抜本的な取り組みが必要であると考えられる。
　そして、機能強化されることでますますその存
在が重要視される地域包括支援センターをサポー
トし、適切な助言を与える役割として、新たに「在
宅医療・介護連携支援センター」の設置が進めら
れている。
　運営については、市区町村が主体となり、郡市
区医師会等と連携しつつ取り組むとされており、
その役割は以下のように説明されている。
・ 介護保険の知識を有する看護師、医療ソーシャル
ワーカー等を配置し、地域の医療・介護関係者、
地域包括支援センター等から相談を受け付ける。
（原則、住民からの相談は地域包括支援センター
が受け付ける）
・ 地域の在宅医療・介護関係者、地域包括支援セン
ターに対して、在宅医療・介護連携に関する情報
提供等を行う。4)
　もう一点、地域包括ケアシステムの実現を支え
るものとして「地域包括ケア病棟」が挙げられる。
2014 年（平成 26 年）の診療報酬改定に伴って、こ
の機能をもつ部門を設置する医療施設が増加して
いる。
　「地域包括ケア病棟」は、医療施設で急性期治療
を終了してなお、生活自立度が低いため自宅に戻
るのが困難な患者などを受け入れ、リハビリテー
ション等を行って在宅復帰を目指す病棟である。
同時に、在宅や高齢者施設などで療養中に緊急な
治療が必要となった患者の入院を受け入れるとい
う機能も果たす。そのため、看護師や、理学療法士、
作業療法士、言語聴覚士などのリハビリテーショ
ン専門スタッフのほか、管理栄養士や、介護福祉士、
薬剤師など多くの関係職種が関わり、さらには在
宅復帰後の支援を行う医療ソーシャルワーカーや
ケア・マネージャーなどとも連携を図り、患者の
社会復帰、在宅復帰を支援している。5)
　すなわち、我が国の現状としては「地域包括支
援センター」の機能強化、「在宅医療・介護連携支
援センター」の新設、そして在宅復帰を目指す支
援機能を持つ医療施設として「地域包括ケア病棟」
の新設を中心とした地域包括ケアシステム構築の
推進途上であると言える。
3. アメリカ
　アメリカの公的な医療保障制度としては 65 歳以
上を対象にしたメディケア（Medicare）と、低所
得者を対象としたメディケイド（Medicaid）、それ
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に加えオバマ政権が推進し 2010 年 3 月に議会で成
立した医療保険制度改革「オバマ・ケア」があるが、
いずれも高齢者の介護サービスという面では充実
しているとは言い難く、そのため民間部門の果た
す役割が大きいという特徴がある。また、政策運
営は州政府が中心となっている。
　アメリカにおいても従来介護サービスは、「NH( ナー
シング・ホーム )」における施設サービスが中心で
あったが、財政逼迫に伴い在宅サービスへと転換
しつつある。
　要介護高齢者の多くが介護サービスだけでなく
医療を必要とする場合が多いにもかかわらず、医
療と介護の提供が別個に扱われているため、医療・
介護両方のサービスを受け辛く、手続きも煩雑で
ある。この問題点を解決すべく、包括的かつ効率
的なサービス提供を目指す動きとして、「PACE( ペ
イス )」が挙げられる。6)
　「PACE」は「Program of All-inclusive Care for 
the Elderly」の略称で、高齢者のための包括的ケ
ア・プログラムである。施設や医療機関への入所・
入院が必要であると州政府によって認定された高
齢者が対象であり、在宅における療養生活を可能
にするための、極めて高度かつ濃密なケアを提供
する包括的ケア・プログラムである。
　PACE は政府主導の政策ではなく、NPO のプロ
グラムが標準化されたもので、連邦政府・州政府
の承認を得て全国展開されている。背景には「人は、
年をとっても心身に不自由があったとしても、可
能な限り最期まで住み慣れた地域の住み慣れた家
に暮らし、そこで人生を終えるのがよい」という
確固とした思想がある。7)
　PACE の独自性は多職種で構成されたチームが
加入者に対する包括的なケアを行っている点にあ
る｡  多職種チームはプライマリ医 ( 家庭医 )、NP 
( 臨床看護師 )、看護師 、ソーシャルワーカー、理
学療法士、作業療法士、レクリエーショナル・セ
ラピスト、アクティヴィティ・コーディネーター、
在宅ケア・コーディネーター、栄養士などのスタッ
フ等から構成されており、PACE がある地区ごとに
チームが配置され、高齢者にケアを提供している｡
　一方、PACE を推進するにあたって、今後改善
していくべき課題もある。PACE のケア・プログ
ラムは、多職種チームの密接で頻繁なケアが特徴
であるため、加入者は PACE 以外のケア提供者と
の関係を放棄しなければならない｡ そのため、か
かりつけ医との関係が重要であると思う利用者は
この条件を容認できず、PACE 加入に二の足を踏
んでいる。また、PACE のケア・プログラムに組
み込まれているデイサービスセンターへの通所が
嫌がられる場合もある。こうした PACE の特性が
逆に利用者から嫌われる理由となり、PACE の成
長を妨げていると言われている｡
　また、メディケイド受給権を持たない者は自己
負担金が高額であるという理由から PACE への加
入を断念せざるを得ない場合も多い。メディケア
は PACE 経費の約 1/3 しかカバーしておらず , メ
ディケイドとメディケア両方の受給権を持たない
加入者は残りの 2/3 を負担しなければならない｡  
この重い自己負担が中間所得層への PACE 拡大を
困難にしている。8)　とはいえ、PACE は稼働地域
拡大の途上であり、どこまで浸透していくかにつ
いて結論を出すのは時期尚早であると考えられる。
今後、拡がりの少ない州内農村地域を中心に、利
用者の拡大を進めていくとみられる。9)
4　イギリス
　イギリスには、公的な医療保障制度として、全
住民を対象に原則無料で医療サービスを提供する 
NHS（National Health Service）が存在する。NHS 
は、歯科治療、眼科治療などの一部が対象外となっ
ているほかは、ほとんどの医療サービスが給付の
対象となっている。10）
　NHS が誕生した 1948 年から既に 60 年以上が経
ち、イギリスの平均寿命は 66 歳から 79 歳へと伸
びた。このように高齢化が進み、医療の高度化・
細分化が進む中で国営医療サービス NHS は、その
存続が懸念される状況になった。それを受け、イ
ギリス政府は諸外国に先駆けて「セルフケア self 
care」という概念で様々な振興策を打ち出している。
　セルフケア振興策の一つとして、高齢者、若者、
子供といった年齢の区切りなく、国民一般へ向け
て行われた振興策として、「Choose Well キャン
ペーン」がある。図表 1 は、この振興策を広める
ために作成されたポスターである。このポスター
は、複数の異なる医療サービスが層になっており、
様々な症状のレベルに合わせて医療サービス内容
が区切られていること表している。救急外来であ
る「A&E および 999」、軽度の外傷・疾病に対応す
－ 76 －
る「Walk-in Centres」、原則として予約に基づいて
診察を行う「GP( 家庭医 ) 」のサービス、薬剤師が
相談に応じる「Pharmacy」、24 時間の電話相談サー
ビスである「NHS Direct」。重症度が上がるにつれ
て「温度」が上昇していく「温度計」のデザイン
となっており、層が上になるほど医療コストが上
昇していることをイメージできるように工夫され
ている。そして、一番下段に青で示されている部
分がセルフケアである。このような、重症度によっ
て適切にサービスを選ぶことを推進する“Choose 
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図表 1
出典：Oxleas NHS Foundation Trust
（http://www.oxleas.nhs.uk/video/pdescription-to-
followp-5/）
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のトレーニング・プログラムであり、その症状に
上手く対処しながら社会生活を送るセルフケアの
スキルを獲得することが目的である。このプログ
ラムは、米国スタンフォード大学患者教育研究セ
ンターのメソッドをベースにしたものである。プ
ログラムは、グループワークの形式となっており、
慢性疾患患者で構成された少人数のグループが、
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ことが一連の社会活動へと繋がっており、この取
り組みにおける特徴であり意義であるといえる。
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しているビュートゾルフは、いまや世界的にも注
目される組織となった。いうまでもなく、今後の
オランダにおける地域包括ケアの核として大きな
期待が寄せられている。
7　まとめ
　日本の高齢化率は 26.9％（2016 年 2 月）に達し
ており、世界保健機構（WHO）や国連の定義によ
る「超高齢社会」であるが、本稿で挙げたアメリカ・
イギリス・オランダを含めあらゆる諸外国も同様
の局面にあり、国民の高齢化によって増大する医
療・介護の需要に応えるべく、制度改革・構造改
革に着手している。
　そのなかで各国に共通して注目した点は、地域
住民や、看護・介護の提供者・利用者等の「当事者」
からさまざまな議論やプロジェクトが提起され、
市民活動の中で組織づくりを行うといったような、
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民間に端を発したことが政策に繋がっている点で
ある。
　イギリスが主軸としている「セルフケア self-
care」は、本質的には政府主導であるものの、実際
の推進については「セルフケアフォーラム　self-
care forum」という民間の公益団体が行っている。
11)　本稿で取り上げた、アメリカの「ペイス PACE 
」、オランダの「ビュートゾルフ BuutZorg」も民
間団体である。
　そのように民間から始まった議論や実践が
フィードバックされ、政府が策定・施行するとい
うように、民間と国が相互に協力して革新的な振
興策を打ち出すことがスムーズに行われている。
　国民一人一人が当事者意識をもち、知恵を出し
合い議論を重ねて作り上げた組織やプロジェクト
について、国が柔軟性を持って受けとめ、速やか
な策定・施行に至っている点は、国家間の国民性
や構造的な相違を踏まえた上でも、我が国の地域
包括ケアシステムの推進に重要な示唆を与えると
考えられる。
　また、地域包括ケアシステム推進には欠かせな
い「多職種協働」についても、各国で様々な動き
がある。オランダでは、看護と介護が 2 つの資格
に分かれておらず、連続体として一つの資格とし
て存在している。教育を受けた年限によってレベ
ル 1 ～ 5 までに分かれており、レベル 1 ～ 4 は中
等職業教育レベル、レベル 5 は高等職業レベルと
される。17)
　本稿で取り上げた国以外では、フィンランドも
看護士・介護士・保育士などの資格を一つに統合
する「ラヒホイタヤ ( 日常ケア )」という共通基礎
資格の創設を行っている。また、ドイツでは、介
護士と看護師の基礎教育内容・教育期間を統一し
ている（授業時間 2,100 時間以上、実習時間 2,500
時間以上。養成期間 3 年）。原則両者の給与も同等
レベルとされており ( 一部州によって異なる場合あ
り )、職種による格差・上下関係をなくし、介護士・
看護師双方が対等な立場で意見を交わせるような
体制がとられている。18)
　こうした各国の動きは、単に規制の職種間にお
ける連携を深めていくというだけの進め方ではな
く、職業資格の統合や創設を伴った抜本的な改革
を行っていかなければ、地域包括ケアを担う人材
の整備は一向に進まないということを示唆してい
るのではないだろうか。
　もう一点、注目すべき点として、イギリスでは
様々なセルフケア路線の振興策が打ち出されて
いるが、「Choose Well キャンペーン」は、重症
度を自分自身で判断して医療サービスを選択す
ることを促すものであり、「EPP:Expert Patients 
Program」は、「lay-led（素人主導）のプログラ
ム」として、看護や介護を受ける側の慢性疾患患
者自身が運営を行っている。11)　このような、患者
自らが社会活動の一環として自身の治療に主体性
を持って参加していくべきであるという概念の普
及についても、今後我が国において意識していく
べき課題であると考える。日本人の持つ「和」を
重んじる文化から考えると、自分自身という「個」
が主体性を持って行動していく EPP の内容は受け
入れ難いという懸念はあるが、目的や概念はその
ままに、日本に合う形の施策を模索・検討し、取
り入れるということであれば活用の余地は十分に
あると考えられる。
　各国が取り組んでいる超高齢社会に向けた方策
は、本稿で取りあげた諸外国を見ても、我が国の
地域包括ケアシステムの構築について非常に重要
な示唆を持つと感じた。
　もちろん、各国が持つ歴史的背景や文化などの
差異を考えなげればならないが、高齢社会におけ
る看護・介護サービス需要の急増を支えるという
根源的な課題は共通していることから、その動向
は我が国に様々な示唆を与え続けると考えられ、
今後も注視していく意義は大きい。
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